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H30地域協働研究（ステージⅠ）
H30-Ⅰ-12「若年層の悩みに関する意識調査―自殺予防を見据えた取組み」
課題提案者：盛岡市保健所
研究代表者：社会福祉学部　川乗賀也
研究チーム員：富澤浩樹（ソフトウエア情報学部)、石井里美・小川文子（盛岡市保健所保健予防課）

＜要旨＞ 
　岩手県においても自殺者数、自殺死亡率とも全国と同様の減少傾向が見られているが、若者の自殺率の現象については横
ばいである。これまでの自殺についての対策が若者には行き届いていない可能性も考えられる。自殺を減少させるためには
思い悩んだ際に相談につながることが重要であると思われる。本調査では若者の相談手段としてのSNSの可能性を探求する
こととした。15歳以上40歳未満の若者1282名からアンケートの協力を受けた。結果、SNSの利用率は約9割であった。また、
悩みがあるときに誰にも相談しないと回答した割合は約24％で、SNSを使った相談経験については若い世代ほど悩み事につ
いての相談経験があることがわかった。悩み事があった際に相談できる人がいないと回答した若者は72名おり全体の約６％
にあたる。これらの相談できる人がいない人にとって、他者と顔を合わせることがなく気軽に相談できる手段としてSNSは
有効であると思われた。

１　研究の概要（背景・目的等）
　日本の自殺者数は警察庁によると1980年から1997年まで
２万人台を推移していたが、1998年に32863人と急激に増加
し2011年まで３万人台が続き2012年から６年連続で減少し
2017年では21321人までになった。
　岩手県においても自殺者数、自殺死亡率とも全国と同様
の減少傾向が見られているが、若者の自殺率の現象につい
ては横ばいである。さらに、岩手県は自殺死亡率が高く平
成27年では全国で2位となっており、「岩手県自殺対策アク
ションプラン」を策定し、図１の視点についての対策をお
こない平成30年までに、平成25年の自殺死亡率26.4を10％
以上減少させることとし、自殺死亡率23.7以下となること
を目指し市町村での取り組みも強化している。そのために
は、より多くの人に悩みが生じた際に気軽にアクセスでき
る相談手段が必要であると思われる。
　現在、スマートフォンの普及によりSNSがかなり身近に
なったと思われる。総務省「次世代ICT社会の実現がもた
らす可能性に関する調査」（平成23年）では若者のSNS利用
について「身近な不安や問題を解決するため」と回答した
若者が一定数存在することが分かっている。
　そこで、若者を対象として、これまでSNSを利用した自
身の、悩み事の相談経験についての実態調査をおこない、
どのような悩みをSNSでおこなうのか傾向を調査する。し
かし、SNSは検索をしないと情報にアクセスできないとい
う問題がある。本調査によって若者が悩みを持ったときに
検索するキーワードの絞り込みを検討した。アクセス先に
は悩み事の種類に応じて階層的に適切な相談先及びSNSや
メールでの相談手段を用意することで効率的に若者に相談
を提供できるようになると思われる。
　また、上記総務省の調査によると、「ソーシャルメディア
を利用して実現したこと」で「身近な不安や問題を解決し
た」と回答した若者が多く存在することがわかっている。
今後の新しい相談手法として検討することはメンタルヘル

スの観点から意義深いものと考えられる。

２　研究の内容（方法・経過等）
　SNSを使った相談経験についてのアンケートについて、
同意が得られた盛岡市内の高等学校、専門学校、大学に通
う学生及び市民の協力を受けて、SNSでの相談経験につい
て調査票を配布した。これらを分析し若者が悩みを抱えた
際に検索するキーワードの探索をおこなう。また、盛岡市
にある既存の相談資源について、悩みに種類に応じて相談
できる資源を紹介できる二次元バーコードを作成し盛岡市
内で配布した。

３　これまで得られた研究の成果
　本研究においては、15歳以上40歳未満の若者からSNSの
利用意識と、SNSを使った相談経験等について調査しこれ
までの利用経験から今後の相談ツールとしての可能性を検
討した。アンケート協力者は10代925名、20代228名、30代
129名であった。性別は男性が629名、女性が641名である。
図１は各年代における悩み事の多い順であるが学業や仕事
といった主たる職業が多いことがわかる。
　また、図２では悩み事があっても相談しない、またはほ
とんどしない人の割合であるが10代が相談しない割合が低
く20 ～ 30代で割合が高くなっている。

図１　各年代における悩み事
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　図３のSNS利用状況では各年代ともにSNSがかなり普及
していることがわかる。

　図４では各年代ともにSNSでの相談経験はあるが、年代
が上がるにつれて低下する傾向がみられた。
　さらに、悩みや困りごとについてインターネットで解決
法などを検索したことがあるか、という問いについては約
半数の656名が検索したことがあると回答し、インターネッ
トを利用した相談体制の可能性を示唆するものであった。
　また、設問において「悩みや困りごとがあったときに直
接相談できる人がいるか」との問いに０人と回答した人数
は72名いることが分かった。相談をすることが少ない人は、
相談する人と比較して抑うつのスコアが高くバーンアウト
するリスクが高いとする先行研究がある。本来、他者に相
談する必要があると思われる人が相談しないことの背景に
は、抑うつ的な人は相談することに対して不安を感じたり、
相談することによって得られる利益よりも、相談すること
による不利益が上回ると考える、いわゆる援助要請コスト
が考えられる。
　その点でいえばSNSは他者と顔を合わせることがなく手
持ちのスマートフォンで相談が可能となるために相談援助
の手段として十分対応できると考えられた。
　図５は30年度盛岡市の成人式で配布されたこころの相談
窓口を案内するQRコードである。各年代を想定した相談手
法を検討することが今後求められるのではないだろうか。

４　今後の具体的な展開
　本調査においてSNSを使った相談について有効である可
能性が示唆されたが、文部科学省においても「SNSを活用
した相談体制の構築に関する当面の考え方（中間報告）」に
おいて，「スマートフォンの普及等に伴い，最近の若年層の
用いるコミュニケーション手段においては，SNSが圧倒的
な割合を占めるようになっており，音声通話のみならず，
SNSを活用した相談体制の構築を行うことが強く求められ
ている」としている。
　そのため、既存手段の状況を把握するとともに，その「こ
ころの健康情報」へのアクセスにかかる課題について整理
する。さらに，実際の若者の相談傾向や，若者に対するア
プローチ方法等を把握するために，専門相談機関に対して
ヒアリング調査を行う。また、全国で行われている類似事
例の調査，文献の収集を行い，SNSチャットボットを用い
た相談窓口への誘導方法について検討する。その上でシス
テム開発を行い，自殺予防に効果的なシステムのあり方を
探る。　

５　その他（参考文献・謝辞等）
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図２　各年代の未相談割合

図３　各年代のSNS利用割合

図４　各年代におけるSNSでの相談経験割合

図５　配布されたこころの健康相談カードQRコード
　【平成31年１月　539件のアクセス（前年同月249件）】


